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第 1 章 計画の策定にあたって 

１ 子ども・子育て支援事業計画策定の背景 

 我が国では、平成２年の「1.57 ショック」（※合計特殊出生率）を契機に少子化の問題

が大きく取り上げられるようになり、それを契機として、国においては、平成６年 12 月

にエンゼルプランを策定し、少子化対策の施策に取り組んできました。 

その後、平成 15 年に「少子化社会対策基本法」とともに「次世代育成支援対策推進法」

を制定、平成 16 年６月に「少子化社会対策基本法」に基づき「少子化社会対策大綱」、

同年 12 月には「子ども・子育て応援プラン」を制定しました。 

しかし、これらの取り組みにも関わらず、少子化に歯止めがかからず、平成 17 年には

合計特殊出生率が 1.26 と過去 低を記録したため、平成 18 年６月、少子化社会対策会

議において「新しい少子化対策について」を決定し、「家族の日」・「家族の週間」の制定

などによる家族・地域のきずなの再生や社会全体の意識改革を図るための国民運動の推

進とともに、親が働いているかいないかにかかわらず、すべての子育て家庭を支援する

という視点を踏まえ、子どもの成長に応じて子育て支援のニーズが変化することに着目

して、妊娠・出産から高校・大学生期に至るまでの年齢進行ごとの子育て支援策を掲げ

ました。 

一方で、子ども・子育て支援の質・量ともに不足する中で、核家族化や都市化の進行

などを背景に子育ての孤立感と負担感が増加し、また、待機児童問題等も顕在化したこ

とから、平成 22 年１月に「子ども・子育てビジョン」を閣議決定し、これまでの「少子

化対策」から「子ども・子育て支援」へと視点を移し、社会全体で子育てを支えるとと

もに、一人ひとりの子どもが健やかに成長することができるように、「生活と仕事と子育

ての調和」をめざすこととしました。 

そして、平成 24 年８月に制定された「子ども・子育て関連３法」に基づき「子ども・

子育て支援新制度」を平成 27 年度に施行します。 

新制度では、質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供や、待機児童の解消、地域

での子ども・子育て支援の充実を図ることとしています。 

※ 合計特殊出生率 

「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の女性がその年齢

別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する値。 

一般的に 2.1 を下回ると、人口は自然減になると言われている。 

２ 子ども・子育て支援事業計画の趣旨 

平成 27 年４月から「子ども・子育て関連３法」に基づいてスタートする、「支援新制

度」では、消費税を恒久的財源にするなど、社会全体で子ども子育てを支えるという

考えのもと、市町村が実施主体となって、それぞれの地域の特性やニーズに即して、

より柔軟な制度運用・サービス提供を行うことで、「質の高い幼児期の学校教育、保育
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の総合的な提供」、「保育の量的拡大・確保」、「地域の子ども・子育て支援の充実」に

向けた取組みを推進することとしています。 

「子ども・子育て関連３法」の柱として位置づけられる「子ども・子育て支援法」 

では、第 60 条で、国の責任として、これらの円滑な実施を確保し、総合的に施策を推進

するための基本的な指針（以下「基本指針」という）を定め、第 61 条で市町村に「市町

村子ども・子育て支援事業計画」の策定を義務付けています。 

新制度において各市町村は、様々な子ども・子育て家庭の状況やそれぞれの事業の利

用状況・利用希望を把握して、５年を１期とする子ども・子育て支援事業計画を策定し、

計画的に実施・整備を行うことになります。 

○市町村子ども・子育て支援事業計画は、５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域
の子育て支援についての需給計画。（新制度の実施主体として、全市町村で作成。）

市町村子ども・子育て支援事業計画のイメージ

子ども・子育て家庭の状況及び需要

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
（子ども・子育ての利用希望）

保育＋子育て支援

満３歳未満の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
保育＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用する家庭

（子ども・子育ての利用希望）
学校教育＋保育＋放課後児

童クラブ＋子育て支援

満３歳以上の子どもを持つ、
保育を利用せず

家庭で子育てを行う家庭
（子ども・子育ての利用希望）

学校教育＋子育て支援

市町村子ども・子育て支援事業計画（５か年計画）
幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について、

「量の見込み」（現在の利用状況＋利用希望）、「確保方策」（確保の内容＋実施時期）を記載。

子どものための教育・保育給付

（施設型給付・地域型保育給付は、早朝・夜間・休日保育にも対応）

認定こども園、幼稚園、保育所＝施設型給付の対象※
＊私立保育所については、委託費を支弁

小規模保育事業者
家庭的保育事業者
居宅訪問型保育事業者
事業所内保育事業者

＝
地域型保育給付
の対象※

需要の調査・把握(現在の利用状況＋利用希望）

地域子ども・子育て支援事業 ※対象事業の範囲は法定

・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり
・乳児家庭全戸訪問事業等

放課後
児童クラブ

・延長保育事業
・病児・病後児保育事業

※施設型給付・地域型保育給付の対象は、認可や認定を受けた施設・事業者の中から、市町村の確認を受けたもの

計画的な整備

 

このため、本市では、新制度を推進するべく教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業を総合的に提供し、「子ども・子育て支援法」に基づく施策の円滑な推進を図るため

に「岡山市子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 

※ 子ども・子育て関連３法･･･以下のア～ウの法律の総称 

ア 「子ども・子育て支援法」（平成 24 年法律第 65 号） 

認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保

育等への給付（「地域型保育給付」）の創設、地域の子ども・子育て支援の充実のため

に必要な事項を定めるもの。 
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イ 「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律」（平成 24 年法律第 66 号）【認定こども園法】 

幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるこ

とから、認定こどもの充実を図るとともに、幼保連携型認定こども園について、単一

の施設として認可・指導監督等を一本化した上で、学校及び児童福祉施設としての法

的な位置付けを付与し、その設置及び運営その他必要な事項を定めるもの。 

ウ 「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律」（平成 24 年法律第 67 号） 

子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部を改正する法律の施行に伴い、児

童福祉法など 55 の関係法律について規定を整備するもの。 

３ 計画の期間、対象 

計画の期間は、平成 27 年度～平成 31 年度の５年間とします。ただし、量の見込みや

確保策など、変更の必要が生じた場合は中途で見直すこととします。 

対象は、子ども・子育て支援は社会全体で取り組む必要があることから、保護者、地

域、教育・保育施設、企業、行政などを含むすべての市民・団体を対象とします。 

なお、この計画における「子ども」とは本市在住の妊娠期から乳幼児期を経て学童期

を主とした、おおむね 18 歳までの子どもとします。 

４ 子ども・子育て支援新制度について（現行制度からの主な変更点） 

（１） 市町村が制度の実施主体 

現行では、制度によって都道府県と市町村とに分かれている実施主体について、新

制度では市町村に一本化されます。 

市町村は、子ども・子育て支援の実施主体として、市民の子ども・子育て支援に関

する利用状況と利用希望を把握したうえで事業計画を作成し、幼児期の教育・保育、

地域の子ども・子育て支援を計画的に提供する責務を負います。 

（２） 消費税率引上げに伴う財源確保 

社会保障・税一体改革において、「子ども・子育て」は社会保障分野のひとつに位置

付けられ、消費税率引上げ（５%→10％）に伴う増収分のうち、約 7,000 億円が新制度

の財源に充てられます。 

（３） 幼児期の教育・保育を「個人への給付」として保障 

３歳以上のすべての子どもへの教育と、保育の必要性のある子どもへの保育につい

て、個人の権利として保障する観点から、認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保

育等を通じた個人への給付制度が導入され、いずれの施設を利用した場合でも共通の
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仕組みで公費対象となります。（ただし、施設は市の認可及び認定が必要） 

（４） 支給認定（１号、２号、３号認定） 

新制度では、幼稚園や保育所、認定こども園、地域型保育を利用する際に、利用者

は支給認定を受ける必要があります。支給認定には、子どもの年齢や保育の必要性に

応じて、１号認定から３号認定まで３つの区分があり、認定区分によって利用できる

施設や時間が変わります。 

認定区分 概   要 施設（事業） 

１号認定 

（教育標準時間認定） 

満３歳以上の小学校就学前子どもであ

って、学校教育のみを受ける子ども 

幼稚園、認定こども園 

 

２号認定 

（保育認定） 

満３歳以上の小学校就学前子どもであ

って、保育を必要とする子ども 

保育所、認定こども園 

 

３号認定 

（保育認定） 

満３歳未満の保育を必要とする子ども 保育所、認定こども園 

地域型保育 

（５） 保育の必要性の認定 

保護者のいずれもが下記のいずれかの理由により、家庭において保育が困難な場合

に２号・３号認定をうけることができます。 

① 就労（１か月 64 時間以上） 

② 妊娠・出産 

③ 病気やけが、心身に障がいがある 

④ 親族の介護（１か月 64 時間以上） 

⑤ 災害の復旧にあたっている 

⑥ 求職活動 

⑦ 就学（１か月 64 時間以上） 

⑧ 虐待やＤＶのおそれ 

⑨ 育児休業中（継続利用のみ） 

⑩ その他①～⑨に類する状況 
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（６） 「地域子ども・子育て支援事業」の法定化 

下表の事業が「地域子ども・子育て支援事業」として法定化され、各市町村が地域の

実情に応じて実施することになります。 

○ 地域子ども・子育て支援事業 

・利用者支援に関する事業 

・時間外保育事業 

・放課後児童健全育成事業 

・子育て短期支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による 

要保護児童等に対する支援に資する事業 

・地域子育て支援拠点事業 

・一時預かり事業 

・病児保育事業 

・子育て援助活動支援事業 

・妊婦に対して健康診査を実施する事業 

５ 基本指針等 

 子ども・子育て支援法の基本指針を踏襲し、「すべての子どもが健やかに成長し、安全で

安心して子どもを産み育てることができるまち」を目指して、市民、企業、地域団体、行

政など社会全体が協力し合い、子ども・子育て支援の充実を図ります。 
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第２章 岡山市の子どもを取り巻く状況 

１ 人口、出生、家庭等の状況 

（１） 人口の推移と将来推計 

岡山市の総人口は平成 17 年の国勢調査時点では約 674,746 人で増加傾向が続いて

います。今後も増加傾向が続き、平成 27 年には約 72 万人まで増加します。年齢３区

分別の割合を見ると、15 歳未満の子どもの割合と労働人口（15 歳～64 歳）は、とも

に減少していますが、65 歳以上の人口は増加し、少子高齢化が今後、より一層進行す

ると考えられます。 

 

各年 10 月１日現在（平成 17 年までは、平成 17 年 10 月１日現在の市域に組み替え、平成

17 年総人口は年齢不詳を含む）【国勢調査・平成 17 年以降は岡山市推計値】 

  

岡山市 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 

総人口 696,172 人 709,776 人 716,935 人 716,679 人

15 歳未満人口 100,531 人 98,661 人 92,922 人 85,998 人

15 歳未満人口割合 14.4％ 13.9％ 13.0％ 12.0％

15 歳～64 歳人口割合 66.1％ 64.4％ 62.0％ 61.5％

65 歳以上人口割合 19.0％ 21.7％ 25.0％ 26.5％

岡山市総人口

15歳未満

15～64歳

65歳以上
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（２） 出生の動向 

① 出生数と出生率 

出生数は近年では年間約 6,700 人前後で推移しています。出生率は、減少傾向に

ありますが、岡山市では平成 20 年は 9.9、平成 24 年は 9.4 となっており、全国（8.2）

と比較すると高く推移しています。 

 

【人口動態統計】 

② 合計特殊出生率 

岡山市の合計特殊出生率は、平成 17 年には 1.33 まで減少しましたが、平成 18

年には 1.42、平成 23 年には 1.50 まで回復した後、平成 24 年には 1.45 となってい

ます。岡山県よりは低いものの、全国と比較すると高い水準にあります。 

 

【人口動態統計】 
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（７） 特別支援学級在籍の自閉症・情緒障害のある児童の推移（小学校） 

発達障害はその研究が進み、社会の関心も広がったことから、より広い対象への

早期からの支援の必要性が明確になっています。 
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２ 子育て支援サービス等の状況 

（１） 保育所・幼稚園・認定こども園の状況(平成 26 年度) 

 
保育所 幼稚園 認定こども園 

箇所数 児童数 箇所数 児童数 箇所数 児童数 

市立 53 5,307 65 4,527 - - 

私立 66 8,330 15 2,747 1 152

計 119 13,637 80 7,274 1 152

【岡山市資料】 

（２） 地域子ども子育て支援事業の状況 

① 地域子育て支援拠点 

公立保育園 3、私立保育園 18、公立児童館１ 計 22 施設 のべ 約 44,400 人／年 

（就学前までの児童の利用数 Ｈ25 年度実績） 

② 子育て短期支援事業 

２歳未満 乳児院 １施設、２歳以上 児童養護施設 ５施設 のべ 61 人 

(平成 25 年度実績) 

③ ファミリー・サポート・センター事業 

会員数 3,100 人(依頼会員 2,220 人、提供会員 561 人、両方会員 319 人) 8,446 件 

(平成 25 年度実績) 

④ 一時預かり事業 

81 施設(市立 20 施設、私立 61 施設)年間延べ 75,189 人（市立 3,908 人、私立 71,281

人） （平成 25 年度実績） 

⑤ 延長保育事業 

90 施設 (市立 24 施設、私立 66 施設) 年間実利用人数 5,110 人（延べ 175,295 人） 

(平成 25 年度実績) 

⑥ 病児・病後児保育事業 

５施設 年間延べ 4,540 人 

(平成 25 年度実績) 

⑦ 放課後児童健全育成事業 

90 クラブ 4,763 人(１～３年生) 127 施設 

４～６年生を含めれば平成 26 年度の利用者数は 5,210 人 

(平成 26 年度) 
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３ 子育て支援サービス等の利用状況及び利用意向 

（１） 子ども・子育て支援に関するアンケート調査 

① 調査の目的 

市民の子育て支援に関する実態や要望・意見を把握し、時代とともに変化している

子ども・子育てに関するニーズ等に対応した子ども・子育てに関する事業を充実させ

るため本調査を実施。 

また、次世代育成支援対策推進法に基づき策定した行動計画「心豊かな岡山っ子育

成プラン」（H22～H26）の中間評価の時期にあたり、一部の評価指標項目を調査。 

② 調査設計 

 調査地域 岡山市全域 

 母 集 団 ０歳から小学校６年生のいる世帯 5,000 世帯 

 抽出方法 無作為抽出 

 調査方法 郵送配付郵送回収 

 調査期間 平成 24 年７月２日～７月 20 日 

③ 回収結果 

配付数 不達返送数 有効配送数 回収数 回収率 

5,000 世帯 9 世帯 4,991 世帯 1,979 世帯 39.7%

（２） 子ども・子育て支援に関するアンケート調査結果の概要 

① 両親の就労（就学）状況 

父親の就労（就学）状況について、「正社員・正職員」が 79.2%と も高いのに対し、

母親では「家事従事」が 30.5%と も高く、次いで「パート・アルバイト」（25.5%）、

「正社員・正職員」（24.1%）の順になっています。 

 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 
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0.9%

10.1%

1.0%
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在宅勤務 学生 家事従事 無職

その他 無回答 n=1,979
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② 育児休業の取得状況 

父親の育児休業の取得経験について「取得したことはない」が 91.5%と も高いの

に対し、母親では「取得したことはない」の 51.5%に次いで「取得したことがある」

（36.4%）、「現在取得中」（8.0%）の順になっています。 

 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 

 

③ 未就労の父母の就労希望 

父親の就労希望について「現在、就職活動中である」、「病気等で働けない」がとも

に 13.5%と も高くなっているのに対し、母親では、「子育てが落ち着いたらと思って

いる」が 55.2%と も高くなっています。 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 
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具体的に働く予定がある
子育てが落ち着いたらと思っている
いい仕事があればと思っている
就職するつもりはない
病気等で働けない

無回答



- 14 - 
 

④ 出産前後の母親の離職の有無 

出産前後の離職の有無について「離職した」が 42.5%と も高くなっています。 

 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 

⑤ 仕事と家庭の両立を支援する保育サービスと就労の継続について 

保育サービスや環境が整っていれば就労を続けたかについて「いずれにしてもやめ

ていた」が 42.0%と も高い反面、「両立支援制度が整い、働く環境が整っていれば、

継続的に働いた」「保育サービスと職場の両立支援が整っていれば、継続的に働いた」

も合わせて 35.2%となっています。 

 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 
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保育サービスが確実に利用できる見込みがあれば

■ 保育サービスや環境が整っていれば就労を続けたか

n=841
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⑥ 保育サービスの利用状況等 

各サービスの認知度・利用経験・今後の利用希望について「岡山市休日夜間急患診

療所（小児科）」が利用経験・利用希望ともに も高くなっています。 

【子ども・子育て支援に関するアンケート調査(平成２４年度)】 
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赤ちゃんの駅

こんにちは赤ちゃん事業

赤ちゃんのための絵本の読み聞かせ体験
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公民館の「子育てミニ情報」等の情報

さんかく岡山託児室

幼稚園

認可保育園

児童館・児童センター

地域子育て支援センター

おやこクラブ

子育て広場

幼稚園等における体験入園

保育園や幼稚園の園庭等の解放

発達障害者支援センター
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教育相談室

保健所・保健センターの情報・相談サービス

各サービスの認知度と利用状況

利用あり 利用なし（知っている） 知らない 無回答

■ 保育サービスの認知度や理由

n=1,979
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⑦ 就学前児童の通園等の状況 

認可保育園や幼稚園への通園の有無について、「通っている」と回答した方が 62.4%、

「通っていないと回答した方が 36.9%となっています。認可保育園や幼稚園への通園

の割合が、前回より増え、６割を超えていることから、今後もこれらのニーズの増加

が見込まれます。 

45.00%

62.40%

53.30%

36.90%

1.70%

0.70%

0.00% 20.00% 40.00% 60.00% 80.00% 100.00%

H21調査
n=1,127

H24調査
n=1,189

通っている

通っていない

無回答

 

【平成 21 年岡山市子育てに関するアンケート調査 

平成 24 年子ども・子育て支援に関するアンケート調査】 
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第３章 子ども・子育て支援事業計画 

１ 教育・保育提供区域の設定 

地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整

備状況、その他を総合的に勘案して定める区域で、本市では、小学校区の組み合わせとし

て、30 の教育・保育提供区域を設定しました。 

区
管 轄 福 祉
事 務 所

小学校区の組み合わせ
教 育 ・ 保 育
提 供 区 域
の 表 示

岡南　清輝 中央１

御南　西 中央２

吉備　陵南 中央３

大元　鹿田 中央４

石井　三門　大野 中央５

岡山中央　牧石　御野 中央６

伊島　津島 北１

野谷　馬屋上　横井 北２

御津五城　御津南 北３

福渡　建部　竹枝 北４

中山　平津　桃丘　馬屋下 北５

足守　蛍明　鯉山　加茂　庄内 北６

三勲　宇野 中１

高島　旭竜 中２

旭東　平井 中３

竜之口　幡多　財田 中４

富山　旭操　操南　操明 中５

江西　千種 東１

可知　古都　芥子山 東２

大宮　太伯　幸島　朝日 東３

角山　城東台　御休　浮田　平島 東４

開成　政田　西大寺南　西大寺　豊　雄神 東５

妹尾　箕島　福田 西１

曽根　興除　東疇 西２

第一藤田　第二藤田　第三藤田 西３

灘崎　七区　彦崎 西４

浦安　芳泉 南１

芳田　芳明 南２

平福　福浜 南３

甲浦　小串　福島　南輝 南４

教育・保育提供区域一覧表

北

中

東

南

南区西

南区南

東区

中区

北区北

北区中央



 

２ 各

①

②

  

③

各年度にお

（１） 教育

① 量の見込

岡山市在

同じ割合に

７月実施）

した。 

② 確保方策

・ 既存の教

既存の施

・ 地域型保

既存施設

育提供区域

③ 目標年度

本計画は

実行は、平成

社会情勢の

成 29 年度に

（２） 施設

おける教育

育・保育の量

込み 

在住の０歳か

になるように

の結果を基

策 

教育・保育施

施設活用を基

保育事業の導

設の活用によ

域から優先し

度等 

は、各年度の

成 31 年度を

の変化等によ

に同計画を見

設型保育・地

・保育の量

量の見込み、

ら小学校６年

、無作為に抽

に、国から示

施設の活用

本としつつ、

導入 

っても、なお

て導入する

需要（量の見

計画 終年

り需要の増減

見直すことと

地域型保育給

- 18 - 

量の見込み及

確保方策に

年生までの子

抽出した 5,0

示された「量

、新設も含め

お必要量が確

ことを基本に

見込み）に対

度として設定

減や供給体制

とします。

給付のイメー

及び提供体

ついて 

子どもが居る

000 世帯への

量の見込み」

め定員を設定

確保できない

に設定しまし

対する供給目

定しなければ

制の変動もあ

ジ 

体制の確保 

る世帯から、

のアンケート

の算出手法

定しました。

い場合に需要

した。 

目標を定める

ばならないと

ありうるため

中学校区ご

ト調査（平成

法に従い設定

 

要の多い教育

るもので、計

とされていま

め、中間年度

ごとで

24 年

定しま

育・保

計画の

ますが、

度の平
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（３） 各年度における教育・保育の量の見込み及び確保方策について 

 

 

【北区中央福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 284 130 0 130 123 33 286 132 0 132 127 34

確保方策 375 310 169 39 375 310 169 39

0 0 0 0

計(B) 375 310 169 39 375 310 169 39

91 180 46 6 89 178 42 5

量の見込み(A) 846 257 101 156 327 68 863 262 103 159 331 68

確保方策 675 357 192 51 675 357 192 51

15 3 30 6

計(B) 675 357 207 54 675 357 222 57

▲ 171 100 ▲ 120 ▲ 14 ▲ 188 95 ▲ 109 ▲ 11

量の見込み(A) 532 407 86 321 218 59 546 418 88 330 215 59

確保方策 645 221 114 35 645 221 114 35

15 3 30 6

計(B) 645 221 129 38 645 221 144 41

113 ▲ 186 ▲ 89 ▲ 21 99 ▲ 197 ▲ 71 ▲ 18

量の見込み(A) 431 503 75 428 149 123 442 516 77 439 156 126

確保方策 475 373 217 60 475 373 217 60

0 18 0 36

計(B) 475 373 217 78 475 373 217 96

44 ▲ 130 68 ▲ 45 33 ▲ 143 61 ▲ 30

量の見込み(A) 267 223 0 223 70 74 267 223 0 223 72 76

確保方策 540 425 188 55 555 342 200 71

0 0 0 0

計(B) 540 425 188 55 555 342 200 71

273 202 118 ▲ 19 288 119 128 ▲ 5

量の見込み(A) 320 778 0 778 531 172 321 781 0 781 545 175

確保方策 990 662 402 121 862 727 426 138

30 6 45 9

計(B) 990 662 432 127 862 727 471 147

670 ▲ 116 ▲ 99 ▲ 45 541 ▲ 54 ▲ 74 ▲ 28

北区中央福祉事務所管内

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 2,680 2,298 262 2,036 1,418 529 2,725 2,332 268 2,064 1,446 538

確保方策 3,700 2,348 1,282 361 3,587 2,330 1,318 394

60 30 105 57

計(B) 3,700 2,348 1,342 391 3,587 2,330 1,423 451

1,020 50 ▲ 76 ▲ 138 862 ▲ 2 ▲ 23 ▲ 87

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

1号
2号 3号

1号
2号 3号

平成２７年度 平成２８年度

3号

中央２

B-A

中央３

B-A

中央４

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

中央１

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

中央５

B-A

中央６

B-A

平成２７年度 平成２８年度

1号
2号 3号

1号
2号
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

291 134 0 134 131 36 294 136 0 136 136 36 307 141 0 141 139 36

375 310 169 39 375 310 169 39 375 310 169 39

0 0 0 0 0 0

375 310 169 39 375 310 169 39 375 310 169 39

84 176 38 3 81 174 33 3 68 169 30 3

836 255 99 156 323 69 839 255 100 155 333 67 835 255 100 155 331 67

720 293 204 48 720 293 204 48 840 323 228 54

45 9 75 15 105 21

720 293 249 57 720 293 279 63 840 323 333 75

▲ 116 38 ▲ 74 ▲ 12 ▲ 119 38 ▲ 54 ▲ 4 5 68 2 8

547 420 88 332 216 57 542 415 87 328 215 57 539 412 87 325 212 57

705 293 150 41 705 293 150 41 540 413 174 47

45 9 60 12 60 12

705 293 195 50 705 293 210 53 540 413 234 59

158 ▲ 127 ▲ 21 ▲ 7 163 ▲ 122 ▲ 5 ▲ 4 1 1 22 2

442 516 77 439 159 131 445 519 77 442 164 133 461 537 80 457 169 134

475 373 217 60 475 453 241 72 475 551 236 95

0 54 0 54 0 54

475 373 217 114 475 453 241 126 475 551 236 149

33 ▲ 143 58 ▲ 17 30 ▲ 66 77 ▲ 7 14 14 67 15

266 223 0 223 74 77 276 231 0 231 75 79 284 238 0 238 76 78

555 342 200 71 360 342 200 71 360 339 179 83

0 0 0 0 0 0

555 342 200 71 360 342 200 71 360 339 179 83

289 119 126 ▲ 6 84 111 125 ▲ 8 76 101 103 5

319 778 0 778 546 176 321 781 0 781 551 176 327 794 0 794 551 174

867 726 425 135 877 713 427 135 537 803 463 147

60 12 75 15 93 33

867 726 485 147 877 713 502 150 537 803 556 180

548 ▲ 52 ▲ 61 ▲ 29 556 ▲ 68 ▲ 49 ▲ 26 210 9 5 6

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

2,701 2,326 264 2,062 1,449 546 2,717 2,337 264 2,073 1,474 548 2,753 2,377 267 2,110 1,478 546

3,697 2,337 1,365 394 3,512 2,404 1,391 406 3,127 2,739 1,449 465

150 84 210 96 258 120

3,697 2,337 1,515 478 3,512 2,404 1,601 502 3,127 2,739 1,707 585

996 11 66 ▲ 68 795 67 127 ▲ 46 374 362 229 39

2号 3号2号 3号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号 1号
2号 3号

1号

1号
2号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

3号
1号

2号 3号
1号

2号 3号
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【北区北福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 291 271 65 206 114 58 300 279 67 212 117 61

確保方策 862 95 54 11 862 95 54 11

0 18 15 21

計(B) 862 95 54 29 862 95 69 32

571 ▲ 176 ▲ 60 ▲ 29 562 ▲ 184 ▲ 48 ▲ 29

量の見込み(A) 140 302 138 164 123 45 145 312 144 168 120 44

確保方策 260 216 115 29 260 216 115 29

0 0 0 0

計(B) 260 216 115 29 260 216 115 29

120 ▲ 86 ▲ 8 ▲ 16 115 ▲ 96 ▲ 5 ▲ 15

量の見込み(A) 0 190 48 142 0 36 0 182 46 136 0 36

確保方策 70 126 60 9 70 126 60 9

0 0 0 0

計(B) 70 126 60 9 70 126 60 9

70 ▲ 64 60 ▲ 27 70 ▲ 56 60 ▲ 27

量の見込み(A) 0 76 0 76 0 18 0 68 0 68 0 19

確保方策 0 126 50 9 0 126 50 9

0 0 0 0

計(B) 0 126 50 9 0 126 50 9

0 50 50 ▲ 9 0 58 50 ▲ 10

量の見込み(A) 237 282 59 223 69 42 228 272 57 215 66 42

確保方策 465 291 142 25 465 291 142 25

0 9 0 9

計(B) 465 291 142 34 465 291 142 34

228 9 73 ▲ 8 237 19 76 ▲ 8

量の見込み(A) 165 330 54 276 213 39 165 330 54 276 207 38

確保方策 475 227 108 20 475 268 132 30

18 0 36 0

計(B) 475 227 126 20 475 268 168 30

310 ▲ 103 ▲ 87 ▲ 19 310 ▲ 62 ▲ 39 ▲ 8

北区北福祉事務所管内合計

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 833 1,451 364 1,087 519 238 838 1,443 368 1,075 510 240

確保方策 2,132 1,081 529 103 2,132 1,122 553 113

18 27 51 30

計(B) 2,132 1,081 547 130 2,132 1,122 604 143

1,299 ▲ 370 28 ▲ 108 1,294 ▲ 321 94 ▲ 97

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

1号
2号 3号

1号
2号 3号

平成２８年度平成２７年度

北４

B-A

北５

地域型保育事業※2

北６

B-A

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

北２

B-A

北３

B-A

教育・保育施設※1

北１

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

3号
1号

2号 3号
1号

2号

平成２７年度 平成２８年度
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

322 299 71 228 122 64 349 323 77 246 127 66 357 333 79 254 132 68

862 95 54 11 862 95 54 11 540 385 114 29

30 24 30 42 30 42

862 95 84 35 862 95 84 53 540 385 144 71

540 ▲ 204 ▲ 38 ▲ 29 513 ▲ 228 ▲ 43 ▲ 13 183 52 12 3

147 317 146 171 117 43 143 307 141 166 115 42 139 300 138 162 112 39

260 216 115 29 260 216 115 29 140 309 117 44

0 0 0 0 0 0

260 216 115 29 260 216 115 29 140 309 117 44

113 ▲ 101 ▲ 2 ▲ 14 117 ▲ 91 0 ▲ 13 1 9 5 5

0 187 47 140 0 39 0 183 46 137 0 37 0 198 50 148 0 38

70 126 60 9 70 126 60 9 70 206 84 21

0 0 0 0 0 18

70 126 60 9 70 126 60 9 70 206 84 39

70 ▲ 61 60 ▲ 30 70 ▲ 57 60 ▲ 28 70 8 84 1

0 67 0 67 0 19 0 72 0 72 0 18 0 80 0 80 0 17

10 116 50 9 10 116 50 9 10 98 64 19

0 0 0 0 0 0

10 116 50 9 10 116 50 9 10 98 64 19

10 49 50 ▲ 10 10 44 50 ▲ 9 10 18 64 2

224 267 56 211 65 41 210 251 53 198 63 40 203 242 51 191 61 39

475 259 128 31 475 259 128 31 475 259 128 31

0 9 0 9 0 9

475 259 128 40 475 259 128 40 475 259 128 40

251 ▲ 8 63 ▲ 1 265 8 65 0 272 17 67 1

169 338 55 283 202 36 168 337 55 282 196 36 163 326 53 273 190 36

475 268 132 30 475 268 132 30 280 348 156 42

36 0 36 0 36 0

475 268 168 30 475 268 168 30 280 348 192 42

306 ▲ 70 ▲ 34 ▲ 6 307 ▲ 69 ▲ 28 ▲ 6 117 22 2 6

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

862 1,475 375 1,100 506 242 870 1,473 372 1,101 501 239 862 1,479 371 1,108 495 237

2,152 1,080 539 119 2,152 1,080 539 119 1,515 1,605 663 186

66 33 66 51 66 69

2,152 1,080 605 152 2,152 1,080 605 170 1,515 1,605 729 255

1,290 ▲ 395 99 ▲ 90 1,282 ▲ 393 104 ▲ 69 653 126 234 18

_

2号 3号2号 3号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号 1号
2号 3号

1号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号
2号 3号3号

1号
2号 3号

1号
2号
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【中区福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 421 237 84 153 114 56 421 232 82 150 117 56

確保方策 520 296 172 37 520 296 172 37

0 18 0 36

計(B) 520 296 172 55 520 296 172 73

99 59 58 ▲ 1 99 64 55 17

量の見込み(A) 259 342 31 311 266 62 261 345 31 314 250 61

確保方策 430 344 167 49 430 404 191 55

15 3 30 6

計(B) 430 344 182 52 430 404 221 61

171 2 ▲ 84 ▲ 10 169 59 ▲ 29 0

量の見込み(A) 236 270 80 190 158 74 232 266 79 187 164 74

確保方策 400 242 121 35 400 257 131 40

9 9 18 18

計(B) 400 242 130 44 400 257 149 58

164 ▲ 28 ▲ 28 ▲ 30 168 ▲ 9 ▲ 15 ▲ 16

量の見込み(A) 536 302 32 270 175 58 539 304 32 272 166 57

確保方策 650 372 196 42 650 432 232 56

0 18 0 18

計(B) 650 372 196 60 650 432 232 74

114 70 21 2 111 128 66 17

量の見込み(A) 550 606 40 566 280 102 536 590 39 551 285 101

確保方策 735 303 159 58 735 250 191 79

0 0 0 0

計(B) 735 303 159 58 735 250 191 79

185 ▲ 303 ▲ 121 ▲ 44 199 ▲ 340 ▲ 94 ▲ 22

中区福祉事務所管内

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 2,002 1,757 267 1,490 993 352 1,989 1,737 263 1,474 982 349

確保方策 2,735 1,557 815 221 2,735 1,639 917 267

24 48 48 78

計(B) 2,735 1,557 839 269 2,735 1,639 965 345

733 ▲ 200 ▲ 154 ▲ 83 746 ▲ 98 ▲ 17 ▲ 4

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

3号

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

平成２７年度 平成２８年度

中４

B-A

1号
2号 3号

1号
2号

3号
1号

2号

中３

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

平成２７年度 平成２８年度

中５

B-A

中２

中１

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

3号
1号

2号
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

411 230 82 148 116 56 411 230 82 148 115 56 418 235 83 152 115 56

520 296 172 37 520 296 172 37 520 296 172 37

0 36 0 36 0 36

520 296 172 73 520 296 172 73 520 296 172 73

109 66 56 17 109 66 57 17 102 61 57 17

264 350 32 318 245 61 248 333 30 303 242 60 236 321 28 293 239 60

430 404 191 55 430 404 191 55 430 404 191 55

45 9 60 12 75 15

430 404 236 64 430 404 251 67 430 404 266 70

166 54 ▲ 9 3 182 71 9 7 194 83 27 10

228 261 77 184 166 76 231 263 78 185 166 76 236 270 80 190 168 76

355 292 131 40 355 292 131 40 355 292 131 40

27 27 36 36 45 45

355 292 158 67 355 292 167 76 355 292 176 85

127 31 ▲ 8 ▲ 9 124 29 1 0 119 22 8 9

545 308 32 276 164 57 539 304 32 272 162 56 517 292 30 262 159 54

650 432 232 56 650 432 232 56 564 478 232 56

0 18 0 18 0 18

650 432 232 74 650 432 232 74 564 478 232 74

105 124 68 17 111 128 70 18 47 186 73 20

520 572 38 534 279 100 504 555 36 519 277 100 507 559 37 522 276 97

735 304 221 85 735 304 221 85 510 584 281 115

0 0 0 0 0 0

735 304 221 85 735 304 221 85 510 584 281 115

215 ▲ 268 ▲ 58 ▲ 15 231 ▲ 251 ▲ 56 ▲ 15 3 25 5 18

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

1,968 1,721 261 1,460 970 350 1,933 1,685 258 1,427 962 348 1,914 1,677 258 1,419 957 343

2,690 1,728 947 273 2,690 1,728 947 273 2,379 2,054 1,007 303

72 90 96 102 120 114

2,690 1,728 1,019 363 2,690 1,728 1,043 375 2,379 2,054 1,127 417

722 7 49 13 757 43 81 27 465 377 170 74

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

平成２９年度

1号

平成３０年度 平成３１年度

3号
1号

2号 3号 2号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号
2号 3号
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【東区福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 132 198 0 198 109 0 130 196 0 196 110 0

確保方策 195 252 132 26 195 252 132 26

0 18 0 36

計(B) 195 252 132 44 195 252 132 62

63 54 23 44 65 56 22 62

量の見込み(A) 330 383 85 298 171 87 325 376 84 292 164 83

確保方策 560 317 180 48 560 317 180 48

0 0 0 18

計(B) 560 317 180 48 560 317 180 66

230 ▲ 66 9 ▲ 39 235 ▲ 59 16 ▲ 17

量の見込み(A) 26 128 64 64 84 22 25 127 64 63 81 22

確保方策 125 101 44 5 125 101 44 5

15 3 15 3

計(B) 125 101 59 8 125 101 59 8

99 ▲ 27 ▲ 25 ▲ 14 100 ▲ 26 ▲ 22 ▲ 14

量の見込み(A) 188 219 72 147 216 23 192 224 74 150 204 22

確保方策 435 210 80 40 435 210 80 40

18 0 36 0

計(B) 435 210 98 40 435 210 116 40

247 ▲ 9 ▲ 118 17 243 ▲ 14 ▲ 88 18

量の見込み(A) 126 466 167 299 207 57 122 454 163 291 216 58

確保方策 605 389 231 60 616 398 221 50

0 0 0 0

計(B) 605 389 231 60 616 398 221 50

479 ▲ 77 24 3 494 ▲ 56 5 ▲ 8

東区福祉事務所管内

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 802 1,394 388 1,006 787 189 794 1,377 385 992 775 185

確保方策 1,920 1,269 667 179 1,931 1,278 657 169

33 21 51 57

計(B) 1,920 1,269 700 200 1,931 1,278 708 226

1,118 ▲ 125 ▲ 87 11 1,137 ▲ 99 ▲ 67 41

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

3号

平成２７年度 平成２８年度

地域型保育事業※2

東５

B-A

【参考】
全体

B-A

3号

平成２７年度 平成２８年度

1号
2号 3号

1号
2号

B-A

東３

B-A

教育・保育施設※1

東４

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

東１

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

東２

1号
2号 3号

1号
2号
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

131 197 0 197 108 0 124 186 0 186 106 0 126 188 0 188 106 0

195 252 132 26 195 252 132 26 213 231 132 29

0 36 0 36 0 36

195 252 132 62 195 252 132 62 213 231 132 65

64 55 24 62 71 66 26 62 87 43 26 65

320 371 83 288 160 82 316 366 82 284 156 82 304 353 79 274 155 82

560 317 180 48 560 317 180 48 424 353 198 54

0 36 0 36 0 36

560 317 180 84 560 317 180 84 424 353 198 90

240 ▲ 54 20 2 244 ▲ 49 24 2 120 0 43 8

23 117 59 58 81 22 22 112 56 56 81 21 22 110 55 55 80 19

125 101 44 5 125 101 44 5 125 161 68 17

15 3 15 3 15 3

125 101 59 8 125 101 59 8 125 161 83 20

102 ▲ 16 ▲ 22 ▲ 14 103 ▲ 11 ▲ 22 ▲ 13 103 51 3 1

187 219 72 147 201 22 182 212 70 142 196 21 174 203 67 136 191 21

470 155 90 50 470 155 90 50 370 205 108 50

54 0 72 0 90 0

470 155 144 50 470 155 162 50 370 205 198 50

283 ▲ 64 ▲ 57 28 288 ▲ 57 ▲ 34 29 196 2 7 29

119 443 159 284 216 59 119 441 158 283 217 57 124 457 164 293 216 57

616 398 221 50 616 398 221 50 421 478 245 62

0 0 0 0 0 0

616 398 221 50 616 398 221 50 421 478 245 62

497 ▲ 45 5 ▲ 9 497 ▲ 43 4 ▲ 7 297 21 29 5

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

780 1,347 373 974 766 185 763 1,317 366 951 756 181 750 1,311 365 946 748 179

1,966 1,223 667 179 1,966 1,223 667 179 1,553 1,428 751 212

69 75 87 75 105 75

1,966 1,223 736 254 1,966 1,223 754 254 1,553 1,428 856 287

1,186 ▲ 124 ▲ 30 69 1,203 ▲ 94 ▲ 2 73 803 117 108 108

2号 3号

1号
2号 3号

平成２９年度

3号
1号

2号 3号
1号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号
2号

平成３０年度 平成３１年度

1号
2号 3号

1号
2号 3号
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【南区西福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 283 432 78 354 334 92 289 442 79 363 324 92

確保方策 390 398 210 82 390 398 210 82

15 3 30 6

計(B) 390 398 225 85 390 398 240 88

107 ▲ 34 ▲ 109 ▲ 7 101 ▲ 44 ▲ 84 ▲ 4

量の見込み(A) 0 211 0 211 122 29 0 222 0 222 122 30

確保方策 0 264 126 10 0 264 126 10

0 18 15 21

計(B) 0 264 126 28 0 264 141 31

0 53 4 ▲ 1 0 42 19 1

量の見込み(A) 124 249 0 249 123 0 126 251 0 251 112 0

確保方策 0 230 103 17 0 230 103 17

0 0 0 0

計(B) 0 230 103 17 0 230 103 17

▲ 124 ▲ 19 ▲ 20 17 ▲ 126 ▲ 21 ▲ 9 17

量の見込み(A) 132 231 0 231 103 14 123 216 0 216 105 14

確保方策 120 375 159 26 120 375 159 26

0 0 0 0

計(B) 120 375 159 26 120 375 159 26

▲ 12 144 56 12 ▲ 3 159 54 12

南区西福祉事務所管内

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 539 1,123 78 1,045 682 135 538 1,131 79 1,052 663 136

確保方策 510 1,267 598 135 510 1,267 598 135

15 21 45 27

計(B) 510 1,267 613 156 510 1,267 643 162

▲ 29 144 ▲ 69 21 ▲ 28 136 ▲ 20 26

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

教育・保育施設※1

3号

教育・保育施設※1

3号

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

平成２７年度 平成２８年度

1号
2号 3号

1号
2号

西３

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

西４

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

西２

B-A

地域型保育事業※2

地域型保育事業※2西１

B-A

平成２７年度 平成２８年度

1号
2号 3号

1号
2号
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

280 429 77 352 322 90 278 425 76 349 317 88 272 416 75 341 310 85

390 398 210 82 425 353 215 57 295 423 263 81

48 6 48 6 48 6

390 398 258 88 425 353 263 63 295 423 311 87

110 ▲ 31 ▲ 64 ▲ 2 147 ▲ 72 ▲ 54 ▲ 25 23 7 1 2

0 222 0 222 126 29 0 222 0 222 126 30 0 227 0 227 126 29

0 264 126 10 0 264 126 10 0 264 126 10

15 21 15 21 15 21

0 264 141 31 0 264 141 31 0 264 141 31

0 42 15 2 0 42 15 1 0 37 15 2

128 257 0 257 111 0 122 242 0 242 109 0 116 230 0 230 109 0

0 230 103 17 0 230 103 17 140 250 151 41

0 0 0 0 0 0

0 230 103 17 0 230 103 17 140 250 151 41

▲ 128 ▲ 27 ▲ 8 17 ▲ 122 ▲ 12 ▲ 6 17 24 20 42 41

117 205 0 205 104 14 112 196 0 196 103 14 113 197 0 197 103 14

120 375 159 26 120 375 159 26 120 375 159 26

0 0 0 0 0 0

120 375 159 26 120 375 159 26 120 375 159 26

3 170 55 12 8 179 56 12 7 178 56 12

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

525 1,113 77 1,036 663 133 512 1,085 76 1,009 655 132 501 1,070 75 995 648 128

510 1,267 598 135 545 1,222 603 110 555 1,312 699 158

63 27 63 27 63 27

510 1,267 661 162 545 1,222 666 137 555 1,312 762 185

▲ 15 154 ▲ 2 29 33 137 11 5 54 242 114 57

1号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

1号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

2号 3号2号 3号 3号
1号

2号
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【南区南福祉事務所管内】

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 386 455 136 319 264 53 385 453 135 318 260 54

確保方策 685 236 133 31 685 236 133 31

18 0 36 0

計(B) 685 236 151 31 685 236 169 31

299 ▲ 219 ▲ 113 ▲ 22 300 ▲ 217 ▲ 91 ▲ 23

量の見込み(A) 213 344 125 219 288 91 214 345 125 220 280 90

確保方策 705 148 77 15 705 148 77 15

30 6 60 12

計(B) 705 148 107 21 705 148 137 27

492 ▲ 196 ▲ 181 ▲ 70 491 ▲ 197 ▲ 143 ▲ 63

量の見込み(A) 411 184 0 184 131 49 404 182 81 101 132 48

確保方策 390 158 115 27 390 158 115 27

0 0 0 0

計(B) 390 158 115 27 390 158 115 27

▲ 21 ▲ 26 ▲ 16 ▲ 22 ▲ 14 ▲ 24 ▲ 17 ▲ 21

量の見込み(A) 180 401 108 293 214 64 181 401 109 292 211 63

確保方策 645 461 235 44 645 461 235 44

0 0 0 0

計(B) 645 461 235 44 645 461 235 44

465 60 21 ▲ 20 464 60 24 ▲ 19

南区南福祉事務所管内

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 1,190 1,384 369 1,015 897 257 1,184 1,381 450 931 883 255

確保方策 2,425 1,003 560 117 2,425 1,003 560 117

48 6 96 12

計(B) 2,425 1,003 608 123 2,425 1,003 656 129

1,235 ▲ 381 ▲ 289 ▲ 134 1,241 ▲ 378 ▲ 227 ▲ 126

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

岡山市全体

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

量の見込み(A) 8,046 9,407 1,728 7,679 5,296 1,700 8,068 9,401 1,813 7,588 5,259 1,703

確保方策 13,422 8,525 4,451 1,116 13,320 8,639 4,603 1,195

198 153 396 261

計(B) 13,422 8,525 4,649 1,269 13,320 8,639 4,999 1,456

5,376 ▲ 882 ▲ 647 ▲ 431 5,252 ▲ 762 ▲ 260 ▲ 247

※1　教育・保育施設　…　認定こども園、幼稚園(確認を受けない幼稚園を含む）、保育所

※2　地域型保育事業　…　小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業

平成２７年度 平成２８年度

平成２７年度 平成２８年度

3号

3号

1号
2号 3号

1号
2号

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

3号

【参考】
全体

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

南４

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

1号
2号 3号

1号
2号

平成２７年度 平成２８年度

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

南３

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

南１

B-A

教育・保育施設※1

地域型保育事業※2

南２

1号
2号 3号

1号
2号
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教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

370 436 130 306 259 54 359 424 126 298 260 51 356 420 125 295 253 48

685 236 133 31 685 236 133 31 365 441 197 63

54 0 72 0 72 0

685 236 187 31 685 236 205 31 365 441 269 63

315 ▲ 200 ▲ 72 ▲ 23 326 ▲ 188 ▲ 55 ▲ 20 9 21 16 15

209 337 122 215 276 91 205 330 120 210 276 89 200 320 117 203 275 89

705 148 77 15 705 148 77 15 295 368 161 47

90 18 120 24 120 42

705 148 167 33 705 148 197 39 295 368 281 89

496 ▲ 189 ▲ 109 ▲ 58 500 ▲ 182 ▲ 79 ▲ 50 95 48 6 0

391 176 78 98 131 48 383 171 76 95 130 47 385 173 77 96 129 47

390 158 115 27 390 158 115 27 440 278 163 51

0 0 0 0 0 0

390 158 115 27 390 158 115 27 440 278 163 51

▲ 1 ▲ 18 ▲ 16 ▲ 21 7 ▲ 13 ▲ 15 ▲ 20 55 105 34 4

178 392 107 285 207 62 173 381 104 277 204 62 166 374 100 274 203 62

615 461 247 62 615 461 247 62 295 461 247 62

0 0 0 0 0 0

615 461 247 62 615 461 247 62 295 461 247 62

437 69 40 0 442 80 43 0 129 87 44 0

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

1,148 1,341 437 904 873 255 1,120 1,306 426 880 870 249 1,107 1,287 419 868 860 246

2,395 1,003 572 135 2,395 1,003 572 135 1,395 1,548 768 223

144 18 192 24 192 42

2,395 1,003 716 153 2,395 1,003 764 159 1,395 1,548 960 265

1,247 ▲ 338 ▲ 157 ▲ 102 1,275 ▲ 303 ▲ 106 ▲ 90 288 261 100 19

教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳
教育
ニーズ

その他 1-2歳 0歳

7,984 9,323 1,787 7,536 5,227 1,711 7,915 9,203 1,762 7,441 5,218 1,697 7,887 9,201 1,755 7,446 5,186 1,679

13,410 8,638 4,688 1,235 13,260 8,660 4,719 1,222 10,524 10,686 5,337 1,547

564 327 714 375 804 447

13,410 8,638 5,252 1,562 13,260 8,660 5,433 1,597 10,524 10,686 6,141 1,994

5,426 ▲ 685 25 ▲ 149 5,345 ▲ 543 215 ▲ 100 2,637 1,485 955 315

平成２９年度

平成２９年度

3号
1号

2号 3号3号
1号

2号

3号
1号

2号3号
1号

2号

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

平成３０年度 平成３１年度

1号
2号

1号
2号 3号

1号
2号 3号

3号
1号

2号

平成３０年度 平成３１年度

1号
2号 3号
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３ 各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の確

保 

子ども・子育て支援に関するアンケート調査等により把握した利用希望を参考にしなが

ら、計画期間における地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」および「確保方策」

を定めます。 

（１） 地域子ども・子育て支援事業の概要 

 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認定こども園、保
育所等において保育を実施する事業

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教
室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ
相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

⑨　病児・病後児保育事業

⑪　利用者支援事業（新規）

②　妊婦健診事業

④　養育支援訪問事業

⑤　子育て短期支援事業

①　地域子育て支援拠点事業

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワー
ク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

　その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の
援助を行う事業

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保
健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事
業

⑩　放課後児童クラブ

③　乳児家庭全戸訪問事業

⑦　一時預かり事業

⑧　延長保育事業

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こども
園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護
施設等に入所させ、必要な保護を行う事業

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望
する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

⑥　ファミリー・サポート・センター事業

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該
家庭の適切な養育の実施を確保する事業
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（２） 提供区域 

提供区域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

市内全域

④　養育支援訪問事業

事　　　業　　　名

①　地域子育て支援拠点事業

②　妊婦健診事業

③　乳児家庭全戸訪問事業

⑧　延長保育事業

⑨　病児・病後児保育事業

⑩　放課後児童クラブ

⑪　利用者支援事業（新規）

　その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業

⑤　子育て短期支援事業

⑥　ファミリー・サポート・センター事業

⑦　一時預かり事業
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（３） 事業ごとの量の見込み及び確保方策について 

① 地域子育て支援拠点事業 

  

1 事業の概要 

2 事業の現状 

3 量の見込み 

4 提供体制等の確保について 

・確保の方法 

・今後の方針 

計画年次

①量の見込み(児童数)

②確保の内容 

②一① 0 人

 乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施し、子育てを 
支援します。 

区  分

【 利 用 者 数 】
のべ 約 38,945 人／年

（就学前までの児童の利用数 Ｈ25 年度推計実績値） 

0-2 歳の乳幼児の親子(国の制度)

 ※岡山市は就学前までの児童の親子利用が可能です。 

公立保育園３、私立保育園 18、公立児童館１ 計 22 施設 

現在、事業を実施している施設を中心として提供体制を確保します。

※従前どおり就学前までの児童の親子利用が可能です。

地域子育て支援拠点事業については、今後身近な施設で交流や相談ができるよう

事業類型の再編等も行いながら、事業実施地域及び施設等について見直しを検討

していきます。

 

【 対 象 児童・対象者 】

【 実 施 施 設 数 】

29,640 人

29,870 人 

29,740 人 28,530 人29,870 人 29,680 人

0 人0 人0人

28,530 人

0 人

29,640 人 29,740 人29,680 人

① 地域子育て支援拠点事業

平成 31 年度平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

※０－２歳児の人口から推計
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② 妊婦健康診査事業 

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

※Ｈ２１～２４の平均伸び率で算定

【 利 用 者 数 】

妊婦

平成31年度

0人 0人

現在の体制を維持します。
妊娠届提出者に対し住民基本台帳を確認の上、受診票つづりを交付してお
り、受診率の向上に向けた取り組みを実施します。

0人

6,767人 6,589人

6,678人

6,945人

0人

6,856人

　妊婦の健康診査の徹底を図り、疾病等を早期に発見し、適切な指導等を行う
ことを目的に、妊娠届けを提出した妊婦に対し受診票を交付し、健康診査を実
施します。

区　　分

【 対 象 者 】

【実施施設数】
妊婦一般健康診査14回、妊婦超音波検査4回以内、妊婦血液
検査2回以内
妊婦クラミジア抗原検査1回

6,872人　(平成25年度 妊娠届出数)

②　妊婦健診事業

計画年次

①量の見込み

②確保の内容

②一① 0人

6,945人 6,856人

6,678人

6,767人 6,589人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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③ 乳児家庭全戸訪問事業 

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

6,554 人

0 人 0 人

6,469 人

愛育委員協議会に事業委託し全戸訪問に可能な訪問ボランティアの確保

を行います。

各保健センターの嘱託職員を中心に訪問ボランティアと連携しながら要

支援ケースの把握に努めます。

0 人0 人

6,299 人6,384 人 

【 対 象 者 】 

6,554 人 6,469 人 6,299 人

6,809 世帯 (平成 25 年訪問数)

6,384 人 

平成 27 年度 平成 28 年度

 生後 4 か月までの乳児がいる全戸家庭を訪問ボランティア(愛育委員)が絵

本を持って訪問し、子育てに関するさまざまな不安や悩みを聞き、子育て

支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境の把

握を行い、支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供につなげます。

 また、地域のボランティアが訪問することで、地域とのつながりを持

ち、親の孤立を防止するとともに、地域全体で親を支援する体制を構築し

ます。 

区  分 

【 実 施 内 容 】 

【 対 象 者 数 】 

生後４か月までの乳児のいる家庭

子育て支援情報提供

親子の心身状況・養育環境等の把握

ブックスタートの絵本や子育て情報資料の配付

③ 乳児家庭全戸訪問事業

計画年次 

①量の見込み

②確保の内容 

②一① 0 人

6,639 人 

6,639 人 
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④ 養育支援訪問事業 

  

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

④ 養育支援訪問事業

0 人 0 人

助産制度利用者や医療機関からの連絡により出産直後から支援が必要な家庭
を把握し、保健師、助産師等で定期的に訪問を実施します。
多様な支援内容に対応するため、訪問実施する職員の確保に努めます。

出産後間もない時期やさまざまな要因で養育が困難になっている家庭に対
して、保健師・助産師・保育士等が定期的に訪問し、具体的な育児に関する
技術的指導や、養育者の精神的サポートを行うことにより、養育上の諸問題
の解決や軽減を図るとともに、家庭において安定した養育が可能となるよう
支援します。

区  分 

0 人0 人 

35 人

0 人

35 人

平成 31 年度

35 人 

【 対 象 者 】 

【 実 施 内 容 】 

養育困難世帯

定期的な訪問による養育支援
・育児相談
・発達支援
・養育者の相談や健康に関する支援

平成 27 年度平成 28 年度平成 29 年度

35 人

計画年次 

①量の見込み

②確保の内容

②一① 

平成 30 年度 

35 人 35 人

35 人 35 人 35 人35 人 

※訪問実施職員数 
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…………その他の要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業 

 

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

注： ここでいう福祉地区とは、福祉事務所の所管区域のことです。

0件

①量の見込み 1,500件 1,600件 1,800件1,700件1,400件

平成30年度 平成31年度

1,500件

計画年次

②確保の内容 1,700件 1,800件

④　養育支援訪問事業

要保護児童およびその保護者等

代表者会議…市代表者会議 年1回、福祉地区代表者会議 年2
回×6地区(注)
実務者会議…市実務者会議 年4回程度　福祉地区実務者会議
年72回
個別検討会議…随時

平成27年度 平成28年度

0件 0件

1,600件

0件

1,400件

平成29年度

  虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童の早期発見や適切な保護
を目的とし、関係機関がその子ども等に関する情報や考え方を共有し、適切な
連携のもとで対応していくため、要保護児童対策地域協議会を設置し、機関相
互の連携を強化を図ります。

区　　分

【 対 象 者 】

【 実 施 内 容 】

【 対 象 者 数 】 1,265件　平成25年度　要保護児童進行管理件数

②一① 0件

現状を維持しつつ、相談体制の強化を図ります。
　・人的体制の整備
　・相談技術、専門性のスキルアップのための研修企画、研修参加
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⑤ 子育て短期支援事業 

 

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

【 対 象 者 】

【実 施内 容】

【対 象者 数】

一時的に養育困難となった家庭の児童

２歳未満　乳児院　１施設
２歳以上　児童養護施設　５施設

61人　547日　平成25年度　　　

計画年次

①量の見込み

②確保の内容

②一① 0日

650日 650日

　保護者が疾病等の社会的事由により、家庭において児童を養育すること
が一時的に困難になった場合等に、乳児院・児童養護施設において児童の
養育を行います。

区　　分 ⑤　子育て短期支援事業

650日650日

※過去の利用実績から推計

650日 650日 650日

650日

650日650日

平成27年度

現在の体制を維持します。
　２歳未満児　乳児院１か所
　２歳以上児　児童養護施設５か所

0日0日0日 0日

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

※のべ利用日数 
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⑥ ファミリー・サポート・センター事業 

 

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

0人

3,187人

3,187人

3,232人

⑥　ファミリー・サポート・センター事業

　会員の相互援助により、子育て支援の地域ネットワークづくりを進め、
仕事と育児を両立し、安心して働くことができる環境づくりを目指して、
育児の支援をしてほしい方（依頼会員）と応援したい方(提供会員)を対象
に、センターのアドバイザーが、依頼会員の要望を受け、提供会員を紹介
します。

区　　分

計画年次

①量の見込み

②確保の内容

②一①

【 対 象 者 】

【実 施内 容】
会員数3,100人
(依頼会員2,220人、提供会員561人、両方会員319人)

8,446件　平成25年度実績【利 用件 数】

一時的に児童を預けたい保護者等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

※会員数の伸び率により推計

平成31年度平成27年度

会員数の増加を図るため、就学前説明会や子育て支援施設でのチラシの
配布等の事業のＰＲ活動を効果的に行います。特に、依頼者の多様化す
るニーズに対応できるよう提供会員を増やすため、提供会員の募集活動
を強化していきます。

0人0人

3,323人

3,277人 3,370人3,323人

3,232人 3,277人 3,370人

0人 0人
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⑦ 一時預かり事業 

  

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法 

・年次計画

⑦ 一時預かり事業

81,437 人 

81,437 人 

81,323 人

81,323 人

80,133 人

80,133 人

80,940 人

80,940 人

80,439 人 

80,439 人 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

 家庭において保育を受けることが困難になった乳幼児について、保育所

で一時的に預かり、必要な保護を行います。

区  分 

予測される量の見込みに対し、既存の実施施設の受入れ枠拡大を図るな

どの方法により提供体制を確保します。

平成 27 年度以降は、量の見込みはほぼ横ばいから減少傾向にあるものと

見込み、現状の施設数の維持を図ります。

平成 27 年度

【 対 象 者 】 

【 実 施 内 容 】 

【 利 用 者 数 】 

一時的に家庭養護が困難になった乳幼児

市内 81 施設(市立 20、私立 61)

年間延べ 75,189 人（市立 3,908 人 私立 71,281 人） 
（25 年度実績）

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度計画年次 

①量の見込み

②確保の内容 

②一① 
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⑧ 延長保育事業 

 
  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

・年次計画

⑧　延長保育事業

※ニーズ調査に基づき推計

0人0人

認可保育所・認定こども園等における延長保育事業実施の維持・拡大の方
法により提供体制を確保します。

平成27年度以降は、量の見込みはほぼ横ばいから減少傾向にあるものと見
込み、現状の施設数の維持を図ります。

0人 0人

　認可保育所の11時間の開所時間の前後において、30分以上連続して開所時
間を延長し、保育を行います。

区　　分

5,794人

5,880人

5,816人

5,887人

【 対 象 児 童 】

【実施施設数】

【 利 用 者 数 】

保護者の勤務時間、通勤時間等を考慮し、やむを得ない
事情により保育時間を延長する必要があると認められる
児童

全90施設うち市立24施設　私立66施設（分園含む）

公私計 年間実利用人数5,110人（延べ 175,295人）
平成25年度実績

計画年次

①量の見込み

②確保の内容

②一① 0人

5,851人 5,794人

平成31年度平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

5,887人

5,816人

5,880人 5,851人
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⑨ 病児・病後児保育事業 

 

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

・今後の方針

⑨　病児・病後児保育事業

6,332人

平成31年度

※過去の利用実績を基に推計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2,902人

9,312人

6,403人 6,380人6,410人

　保護者が就労している場合等であって、子どもが病気の際に自宅での保育が困
難な場合に、医療機関等において病気の児童を一時的に保育します。

区　　分

計画年次

①量の見込み（人）

②確保の内容（人）

②一①

6,350人

9,312人 9,312人9,312人

【 対 象 児 童 】

【 実 施 施 設 数 】

【 利 用 者 数 】

小学校３年生までの市内に居住し、病気または病後等の
ため集団保育が困難で、かつ、保護者の勤務、傷病、事
故、出産、冠婚葬祭等社会的にやむを得ない事由により
家庭で保育を行うことが困難な児童

5施設

年間延べ　4,540人　　　平成25年度実績

平成３１年度までに市内６施設による提供体制を確保します。

すでに量の見込み以上の提供体制を確保していますが、感染症流行期の利用急
増対策等のため、さらなる提供体制の確保を目指します。

9,312人

2,980人2,962人2,909人 2,932人
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⑩ 放課後児童健全育成事業 

  
  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

・年次計画

区　　分 ⑩　放課後児童クラブ

6,686人

平成30年度 平成31年度

6,702人6,672人

　平成２７年度からの子ども・子育て支援新制度施行により、地域住民が各地域の
実情に配慮しながら運営をしている児童クラブを基本として、現在３年生までの対
象児童を6年生まで拡大して受け入れを実施します。これに伴う施設の整備と確保
を図り、また指導員の資質向上と確保の方策の具体的な検討及び実施を行い、支援
システムを構築していきます。

【 開 設 時 間 】 平日は３時間以上、学校休業日は8時間以上

【 利 用 者 数 】

※ニーズ調査に基づき推計

【 対 象 児 童 】 小学校１年生から３年生の児童

90クラブ　平成25年度実績

登録児童数　4,600人　平成25年度実績

計画年次 平成27年度 平成28年度 平成29年度

△1,123人 △790人

①量の見込み（人） 6,653人 6,640人

②確保の内容（人） 6,170人

0人

5,530人 5,850人 6,490人 6,686人

○対象児童が６年生までとなることへの対応
　増加する児童に対応するため大規模クラブの分割も含め、余裕教室、公的施設
の利用や施設整備による施設の確保を行います。
○指導員の資格や員数が定められたことに伴い、新たな指導員の確保策の検討及
び実施
○資格を持った指導員の確保の方策と資質向上のための研修の強化
○クラブが抱える事務の軽減と指導員の処遇改善を行うための支援システムを構
築し、雇用事務や経理事務を軽減

　今後5年程度かけて施設整備を進めます。施設整備にあたっては、小学校の余
裕教室、幼稚園、学区内公共施設等の活用をまず検討し、既存施設の活用が困難
な場合は小学校敷地内にプレハブ施設を建設します。

△502人 △212人②一①

【 開 設 日 】 年間250日以上

【 ク ラ ブ 数 】
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⑪ 利用者支援事業 

 

  

1 事業の概要

2 事業の現状

3 量の見込み

4 提供体制等の確保について

・確保の方法

10人

⑪　利用者支援事業（新規）区　　分

10人

計画年次

①量の見込み

②確保の内容

②一① 0人

10人 10人 10人

10人

10人

10人10人

(新規)

　子ども及びその保護者が、認定こども園・保育所・幼稚園等の教育・保
育の利用や、一時預かり等の地域子育て支援事業等の中から、適切なサー
ビスを選択し、円滑に利用できるよう、利用者の身近な場所に支援員を配
置するなどし、必要な支援を行います。

保育利用者支援員（嘱託職員 10人）を採用。

10人

平成31年度

0人0人0人 0人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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４ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価 

（１）  計画の周知 

計画の推進にあたっては、岡山市子ども・子育て支援事業計画及び子ども・子育て

支援新制度について広く市民に周知するとともに、必要な時に必要な人にきちんと情

報が届くよう、パンフレットや広報紙、子育て応援サイト「こそだてぽけっと」や公

式サイト等を利用した、きめ細やかな情報提供に努めます。 

（２）  計画の点検・評価 

この計画の点検・評価は、「確保方策」の実施状況、各施設等の利用実績、利用者の

意見等を把握し、ＰＤＣＡサイクルに基づいて、毎年度「岡山市子ども・子育て会議」

において検証してまいります。 

また、評価の結果「量の見込み」や「確保方策」が需要に対して不足が生じている

場合やニーズが増加した場合は、「岡山市子ども・子育て会議」に諮り、これを見直し

ます。 

（３）  計画の推進 

本計画を着実に推進していくため、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業に

おける岡山市及び社会福祉法人等の事業者が、適切に役割を果たし、相互の連携を図

れる環境整備に努めます。 
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参考資料 

 子ども子育て関連３法 

 子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号) 

 就学前の子供に関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律(平成 24 年法律第 66 号) 

 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（平成 24 年法律第 67 号） 

 法令データ提供システム 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi 

 岡山市の子ども・子育て支援制度情報 

 こども園推進課のページ 

 http://www.city.okayama.jp/okayamakko/kodomoen/kodom

oen_00001.html 

 心豊かな岡山っ子育成プラン 

 http://www.city.okayama.jp/hofuku/kodomokikaku/kodom

okikaku_00027.html  

 政府統計の総合窓口 

 国勢調査・人口動態統計 

 http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do?

method=init 

 子ども・子育て支援に関するアンケート調査報告書 

 http://www.city.okayama.jp/hofuku/kodomokikaku/kodom

okikaku_00348.html 

 働きやすい職場環境づくりに関するアンケート報告書 

 http://www.city.okayama.jp/hofuku/kodomokikaku/kodom

okikaku_00335.html 
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〒700-8544 岡山市北区大供一丁目１－１ 
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